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現地技術役務契約の予定価格算定要領について（通達） 

 

標記について、別冊のとおり定めたのでこの要領に基づき適当妥当な処理を図られた

い。 

また、この通達は令和５年４月１日から施行するものとし、適用については下記によ

るものとする。 

 

記 

 

１ 改正後の別冊第４の規定は、この通達の施行日後に締結した契約に適用する。 

２ 施行日までに締結した契約の変更契約については、なお従前の例による。 
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陸幕会第１２号（４４．２．１０）別冊 

 

現地技術役務契約の予定価格算定要領 

 

第１ 目的 

この要領は、陸上自衛隊における現地技術役務契約の予定価格算定に必要な事項

について定めることを目的とする。 

第２ 用語の意義 

この要領において用いる次の各項に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各項に定

めるところによる。 

１ 「現地技術役務」とは、契約相手方の技術員を装備品等の所在する部隊等に派遣

し、装備品等に関する技術援助及び整備を行わせることをいう。 

２ 「旅行中の非作業時間」とは、契約相手方の社内規定による作業時間内において、

前項の派遣に必要な旅行のために、直接工が就業できない時間をいう。 

３ 「製造加工費率」とは、契約相手方の工場、事業場において製造又は整備等を行

う場合の加工費率をいう。 

４ 「旅費」とは、契約相手方から当該装備品等の所在する部隊等へ技術員を派遣す  

るために必要な交通費、日当及び宿泊料をいう。 

第３ 予定価格の計算項目 

１ 現地技術役務契約の予定価格の計算項目は、次によるものとする。 

(1) 直接材料費 

(2) 加工費（加工費率×工数） 

(3) 直接経費 

(4) 一般管理及び販売費（｛（1）＋（2）＋（3）｝×一般管理及び販売費率） 

(5) 販売直接費 

(6) 利子（｛（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）｝×利子率） 

(7) 利益（｛（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）｝×利益率） 

(8) 計算価格（（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（6）＋（7）） 

２ 直接材料費 

   現地技術役務を実施するため直接消費された材料、部品の費用とする。 

 ３ 加工費 

直接工の技術員による現地技術役務を行った場合の費用とし、加工費率に工数を

乗じて算定する。 

 ４ 直接経費 

(1) 製造部門の技術員による現地技術役務に必要な旅費については、契約担当官等

（陸上自衛隊会計事務規則（陸上自衛隊達第１６－４号（５０．２.２４））第

２条第１２号に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）が適当と認めた範囲

内の費用とする。 

(2) 前号以外の費用についても、契約担当官等が適当と認めた場合は直接経費とし

て計上することができる。 

 ５ 一般管理及び販売費 

   工場、事業場の一般管理及び販売費率を適用して算定する。 



６ 販売直接費 

営業部門の技術員による現地技術役務に必要な旅費については、契約担当官等が

適当と認めた範囲内の費用とする。 

 ７ 利子 

   工場、事業場の利子率を適用して算定する。 

 ８ 利益 

   工場、事業場の利益率を適用して算定する。 

第４ 加工費率の算定 

１ 現地技術役務契約に適用する加工費率は、当該契約相手方から、あらかじめ原価

資料の提出を求め、次の各号を考慮して算定するものとする。 

(1) 現地技術役務契約に直接関係のない契約相手方の工場、事業場の電力料、ガス

料及び水道料等の変動経費については、製造間接費から控除するものとする。 

(2) 契約相手方が事業基準（調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令（昭和

３７年防衛庁訓令第３５号）第３４条に規定する事業基準をいう。以下同じ。）

により、現地技術役務契約に係る旅費を製造間接費として処理している場合であ

っても、現地技術役務契約の特性上、特に直接経費として処理することが必要で

あると認められるときは、この種旅費を製造間接費から控除するものとする。 

(3) 加工費率算定の基礎となる操業度は、原則として契約相手方の事業基準の定め

るところによる。ただし、現地技術役務契約の旅行中の非作業時間を操業度に含

めていない場合であっても、予定価格算定上、特に直接作業時間とする必要があ

るときは、この種旅行中の非作業時間を操業度に含め加工費率を算定することが

できる。 

２ 当該現地技術役務の契約期間に適用すべき防衛装備庁、陸上自衛隊、海上自衛隊

及び航空自衛隊が算定した製造加工費率がある場合で、前項による加工費率が適用

しがたいと認められるときには、当該製造加工費率を適用することができる。 

第５ 工数の算定 

１ 装備品等の整備に必要な工数の算定に当たっては、器材ごとに標準工数、整備実

績工数及び見積工数を勘案して整備工数を定めるものとする。ただし、あらかじめ

整備工数の設定が困難な場合には、次の各号により工数を算定するものとする。 

(1) 実測記録した直接作業時間を工数として計算する。 

(2) 契約相手方の社内規定による作業時間内における間接作業時間を工数として

認める必要がある場合は、当該間接作業時間に、稼働率を乗じて得た時間を工数

として計算する。 

(3) 当該旅行中の非作業時間を、直接作業時間として認める必要がある場合は、稼

働率を乗じて得た時間を工数として計算する。 

２ 装備品等の技術援助に必要な工数の算定に当たっては、前項を準用して工数を算

定するものとする。 

３ 設計、技術等部門から派遣される技術員の工数については、契約相手方の事業基

準に基づき当該部門費が間接処理されている場合は、原則として認めないものとす

る。ただし、特に認める必要があるときには、当該部門の加工費率を別途算定した

上、第１項の工数を認めることができる。 

第６ 旅費の算定 



旅費の算定に当たっては、当該契約相手方の事業基準を考慮し、契約相手方の旅

費規程の定めるところに従い、次によるものとする。 

１ 契約相手方が現地技術役務契約に係る旅費を製造間接費に計上している場合は、

原則として直接経費として認めないものとする。ただし、この種旅費を第４第１項

第２号に基づき製造間接費から除いて加工費率を算定したときは、直接経費として

認めることができる。 

２ 契約相手方の営業部門から技術員が派遣される場合の旅費を直接費として認め

る必要があるときは、前項ただし書きの方法に準じて一般管理及び販売費から除き、

販売直接費として算定することができる。 

３ 旅費の算定にあたっては、あらかじめ契約相手方から詳細な旅行計画を提出させ、

内容を審査の上、適正と認める計画に基づき算定するものとする。ただし、あらか

じめ旅費を確定することが困難と認められる場合においては、当該現地技術役務終

了後、更に旅費精算書を提出させ適正と認める範囲内で確定することができる。 


